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研究成果の概要（和文）：  本研究では戦時期の科学技術動員、戦中・戦後の科学技術者養成、科学技術者の軍民転換
、「外地」からの技術者の引き揚げ過程などについて検討し、それらが戦後復興期およびその後の高度経済成長の産業
技術開発にどのような影響を与えたかを考察した。また旧陸海軍技術者および航空関連技術者を多数受け入れた国有鉄
道の鉄道技術研究所についても検討し、新幹線開発と同所の研究体制の関係についても考察した。

研究成果の概要（英文）：     In this research project, the mobilization of science and technology in war p
eriod, training of scientists and engineers in wartime and postwar periods, transfer of engineers from mil
itary sectors to civilian sectors, coming home of the engineers from colonies and Manchuria are chosen as 
research topics, and their impact to research and development activities in rehabilitation and high-growth
 era is examined.  Furthermore, we proceeded with the research of relationships between development of the
 Shinkansen and the transformation of rersearch institute of Japan National Railways, which had received m
any ex-military-related engineers and aeronautics scientists.
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者は、本研究開始前にすでに科研費研
究「戦前期の日本陸海軍における研究開発」（２０
０７～０９年度、基盤研究Ｃ）を実施し、さらに
「戦争と技術発展－総力戦を支えた技術」（山室建
徳編『大日本帝国の崩壊』吉川弘文館、２００４
年）、「戦後復興期日本の研究開発体制－軍民転換
と研究開発体制の再構築」（中村哲編『１９３０年
代の東アジア経済』日本評論社、２００６年）、「戦
時期日本帝国における技術者供給」（中村哲編『近
代東アジア経済の史的構造』日本評論社、２００
７年）、「高度成長と技術発展」（石井寛治・原朗・
武田晴人編『日本経済史５ 高度成長期』東京大
学出版会、２０１０年）などを執筆していた。本
研究は、こうした研究の成果を受けて、１９４０
年代～１９５０年代半ばを対象に、わが国のナシ
ョナル・イノベーション・システムの特質につい
て一つの総括を試みる研究プロジェクトであった。 
 
２．研究の目的 
戦時中の科学技術動員は、わが国における研究
開発体制のあり方を大きく変化させた。しかし戦
後改革、軍民転換の過程をへて、産官学における
研究開発のあり方はふたたび大きく変容し、高度
成長期における研究開発体制の原型が形成される
ことになる。本研究では、戦前から戦中への民軍
転換、戦時中の科学技術動員の深化、戦後の軍民
転換を経験することによって、わが国のナショナ
ル・イノベーション・システムがいかなる特徴を
持つことになったのかを検討する。科学技術者の
養成、科学技術動員、アメリカの対日占領政策、
産業技術政策のあり方、科学技術者の軍民転換、
引き揚げなどの諸テーマを検討することで、上記
の研究課題に応えることを研究目的とした。 

 
３．研究の方法 
１９４０年代～５０年代半ばの戦中・戦後日本
のナショナル・イノベーション・システムの変容
過程を構成主体の動向に留意しながら分析する。
戦時期の科学技術動員、科学技術者養成、アメリ
カの対日科学技術政策、科学技術者の軍民転換・
引き揚げについては、各種技術者名簿、卒業生名
簿、防衛省防衛研究所図書館、国会図書館、昭和
館、靖国偕行文庫所蔵資料などをもとに検討を進
め、戦後の産業技術政策、産官学連携については
経済産業省図書室、日本学術会議所蔵資料を主に
使用することを想定した。主要民間企業について
は、共同研究を盛んに展開した事例、具体的には
鉄鋼業、造船業、ベアリング、溶接等の業界の中
から資料状況に応じて選択した。また占領期のＧ
ＨＱ関連資料、各種学協会の所蔵資料や機関誌を
活用することによって、民間企業の研究開発活動
を側面から理解することに努めた。 

 
４．研究成果 
（１）戦時期における科学技術者の養成 
戦時期における帝国大学工学部の新設は１９４
０年度の名古屋帝国大学理工学部と４２年度の東
京帝国大学第二工学部であり、植民地では戦時期
に台北帝国大学に工学部、京城帝国大学に理工学

部が設置された。私立大学では藤原工業大学（４
４年から慶應義塾大学工学部）の新設が注目され
る。 
既設学科の増募、学科の新設も著しく、大学全
体の卒業生数は３６年度から４４年度にかけて約
２．１倍増加する。拡充の内容では戦前に東京帝
大工学部にしかなかった航空学科が戦時中に北海
道帝国大学を除く５帝大および東工大、さらに旅
順工科大学に設置され、また通信工学、電気通信
といった電波兵器に密接に関連するエレクトロニ
クス関係の学科が設置されたのも新たな動きであ
った。 
工業専門学校（高等工業学校など）拡充の最大
の柱は１９３９年度における官立７高等工業学校
の設立であった。工業専門学校でも既設校の学科
新設、既設学科の増募が多く、新設７校をのぞく
既設１８校の卒業者数は３６年度から４４年度に
かけて２．９倍の伸びを示した。工業専門学校拡
充の内実は、（１）機械関連諸学科の充実、（２）
航空学科、電気通信・通信工学といった新分野の
拡充、（３）石油、石炭、燃料といったエネルギー
関連諸学科の充実であった。また設立に際して資
金面で地元に依存する割合が大きかった官立７高
等工業学校でも戦時期に卒業者数は大きく増加し、
学科構成では機械関連諸学科（機械・工作機械・
原動機械・精密機械・鉱山機械・船舶）と採鉱・
冶金・金属工業学科の比重が高かった。 
続く戦後改革期には大きな教育改革があった。
１９４５年１１月には連合軍最高司令官総司令部
（ＧＨＱ／ＳＣＡＰ）から航空関連科学技術の研
究・教育を禁止する覚書が出されたため、各帝国
大学・東京工業大学では航空関連学科を廃止し、
代わって工業力学科・物理工学科・応用物理学科
などを設置した。しかしこうした改編、紆余曲折
をへながらも、戦後の新制大学（４９年度発足）
の工学部は、旧制の７帝国大学および東京工業大
学、多数の国公私立の工業専門学校、一部の私立
大学など、戦時期に拡張された高等工業教育機関
を継承して発足した。また旧制の工業学校は新制
の工業高等学校（４８年度発足）に移行する。こ
うして戦間期における高等工業教育機関の拡充が
戦時生産を支えたように、高度成長期の技術者需
要を満たすうえで戦時期における中等・高等工業
教育機関の拡張が歴史的遺産となったといえる。
（２）戦時期の科学技術動員 
研究用資材の入手難が深刻化するにつれて、所
属分野の垣根を越えた以下のような共同研究の盛
行をみた。 
①大日本航空技術協会：１９４２年５月に設立
された財団法人大日本航空技術協会（会長は和田
小六技術院次長）は４３年に入って具体的活動を
開始し、４２年度中に技術院から約５８万円の試
験研究費、陸海軍から各５０万円、合計１００万
円の委託研究費を受けた。４２年度中に部会数は
１５部会、分科会数は８９分科会、研究班数は２
５７班に達し、１３７回開催された分科会への参
加延べ人員は２２６４名におよんだ。 
１９４３年度になるとわが国における民間部門
を主体とした航空関連科学技術者を網羅した大日
本航空技術協会の活動は本格化する。分科会は８



 

 

９分科会、研究班は３０５班に達した。４３年７
月末現在の協会の個人会員は８０１名、団体会員
は１２７社、個人会員でない研究員は１６８名で
あったが、同年１１月末になると個人会員は８３
２名、団体会員は１３２社、研究員は７１６名に
増加した。 
②研究隣組：全日本科学技術団体連合会（１９４
０年８月設立、全科技連）およびその加盟団体の
一つである全日本科学技術統同会（４０年９月結
成）での準備作業をへて、４３年３月までに３０
組の研究隣組が結成され、４３年度は４０組、４
４年度は８２組の研究隣組が結成された。従来の
官公私立試験研究機関・大学などの枠を超えて、
限定された研究課題について第一線研究者が共同
研究会を定期的に開催し、研究の相互促進を図る
ことが研究隣組の最大の目標であった。 
１９４２・４３年度に結成された７０組の研究
隣組に参加した１２７１名の科学技術者の所属機
関別人数をみると、東京帝国大学の９７名を筆頭
に、以下東芝６３名、東京工業大学３６名、電気
試験所３１名、大阪帝国大学３０名、日本放送協
会技術研究所２７名、日本発送電２７名の順であ
った。 
③戦時研究員制度：１９４３年８月１９日の科学
技術審議会研究体制特別委員会答申「研究体制整
備ニ関スル応急対策」で提起された研究動員会議
と指定研究員制度を引き継ぐ形で１０月１日に
「科学技術動員総合方策確立ニ関スル件」が閣議
決定され、同月１４日には研究動員会議官制（勅
令７７８号）・臨時戦時研究員設置制（勅令７７７
号）が公布された。軍・官・産・学代表者からな
る研究動員会議（会長：内閣総理大臣、副会長：
技術院総裁）が重要研究課題（「戦時研究」、ただ
し陸海軍が直接担当する研究を除く）を決定し、
その研究に従事する者（「戦時研究員」）を任命し、
資材・研究費の確保を図ることとされた。 
研究動員会議は４３年１０月２２日の第１回会
議を皮切りに以後４５年７月４日の第１７回まで
開催され、この間に動員された戦時研究員は延べ
１６００余名、研究補助員は５５００余名に達し、
実施決定をみた約２５０件の戦時研究のうち約１
００件の研究が完了した。その意味で内閣が所管
した「戦時研究」は陸海軍が直接実施した研究を
除いて、戦争末期に行われた最大規模の共同研究
プロジェクトであったといえる。 
④学術研究会議：１９２０年に設立された自然科
学系の研究連絡・促進機関であった学術研究会議
（以下、学研と略記）は戦時期になるとその活動
範囲を拡げた。３９年度追加予算によって文部省
科学研究費交付金制度（初年度３００万円）が成
立し、文部省の委嘱を受けて学研が配分課題の選
定に当たることになったが、従来の定員１００名
以内では任務遂行に支障があるとして３９年６月
の官制改正によって定員が２００名以内に増員さ
れた。続いて４１年３月に学研の学術部は第１部
（理化学）・第２部（工学）・第３部（医学）・第４
部（生物学農学）に再編され、４３年８月の閣議
決定「科学研究ノ緊急整備方策要綱」に基づく同
年１１月の官制改正によって学研の会員数は４０
０名以内（自然科学系は２００名から３３０名に

増員）に増員されると同時に、第５部（法律学・
政治学）・第６部（哲学・史学・文学）・第７部（経
済学）が追加された。 
１９４３年１１月の官制改正によって学研に科
学研究動員委員会が設置され、同委員会は１２月
６日に第１回会合を開催して重要研究題目１０４
件と共同研究組織（研究班）１００班を決定した。
続いて４４年８月２９日の閣議決定「科学技術ノ
戦力化ニ関スル件」を受けて翌９月５日には新兵
器の研究・生産を一元的に統括するための陸海軍
技術運用委員会（委員長は陸海軍次官）が設置さ
れたが、軍需省航空兵器総局関係者２名を除く部
外委員１０名のうち７名が学研幹部によって占め
られた。さらに４５年１月の官制改正によって会
員数は７００名以内に増員されるとともに自然科
学系の４部は１３部に細分され、同時に「熱帯医
学」、「地下資源開発」、「音響兵器」、「航空燃料」、
「国民総武装兵器」、「磁気兵器」、「電波兵器」、「噴
射推進機」、「非常事態食料」、「現代支那」、「工業
所有権制度」の各研究特別委員会が設置された。 
⑤日本学術振興会：財団法人日本学術振興会（１
９３２年１２月設立、以下学振と略記）の動きに
ついてみると、設立以来の学振の事業目的の一つ
に個人研究に対する研究助成があったが、１９３
９年度に文部省に科学研究費交付金制度が創設さ
れたため、以後学振からの個人研究助成の意義は
相対的に低下し、戦時期には総合研究の推進が学
振の中核的事業となった。総合研究＝共同研究を
推進する際には各常置委員会内に小委員会が設置
され、研究課題が複数の常置委員会にまたがる場
合には特別委員会が設置された。 
１９４３年～４５年８月に設置された４１小委
員会の委員総数は７０８名に達し、その所属機関
別内訳は大学３４６名、民間企業１２８名、官庁
１１１名、陸海軍８１名、民間法人４２名であっ
た。小委員会活動がもっとも盛んだったのは第９
常置委員会であり、そこでは軍・官・産・学一体
となった共同研究が展開された。戦時期には特別
委員会活動も活発化した。太平洋戦争期に設置さ
れていた自然科学系の特別委員会は２２委員会に
達し、その委員総数は６８３名におよんだ。 
（３）戦時期の産業技術政策－科学技術審議会を
中心に－ 
従来の既存官庁別・縦割り的科学技術行政を一
元的行政機関の下に再編成しようとする科学技術
新体制運動は１９４０年夏頃から本格化し、紆余
曲折をへて４１年５月２７日の閣議決定「科学技
術新体制確立要綱」を生み出した。同要綱に明記
された「科学技術行政機関ノ創設」も難航続きで、
４２年２月に開庁した技術院の性格も当初の構想
からは大きく変質したものであった。 
しかし、技術院関係者は与えられた権限の中で
可能なかぎり一元的科学技術行政を推進するため
に科学技術審議会の設立に向けて精力的な活動を
展開した。彼らの当初の構想では科学技術審議会、
さらに技術院の機能を十全に発揮させるためにも、
既設官制審議会・委員会の科学技術審議会への統
合、もしくはそれらとの関係の調整は不可欠であ
った。しかし、ここでも文部省や商工省の壁は厚
く、また技術院を“航空技術院”として誕生させ



 

 

る原動力となった陸海軍からの積極的支援もなか
ったために技術院所管外の官制審議会・委員会の
編成について何ら変更はなく、出来上がった科学
技術審議会の運用主務庁も技術院と文部・商工・
逓信・内務・農林・厚生の各省におよんだ。 
科学技術審議会の性格を巡って文部省や商工省
に代表される他官庁との困難な調整を重ねること
によって、当初の科学技術審議会構想は大きく後
退し、またその発足も遅れることになった。科学
技術行政を一元的・効率的に運営しようとするそ
の構想は遠大であったが、長年にわたって築き上
げられてきた学校体系、戦時経済統制の進展によ
って縦横に張り巡らされた民間企業との太い関係
といったいわば“現業部門”を有する文部省や商
工省と比較した場合の戦時行政機構内における新
参の技術院の非力さ、支持基盤の弱さは明らかで
あり、そのことが設置された科学技術審議会の性
格と影響力をも決定的に規定した。 
戦争遂行という最大の共通目標を前にして、戦
時期の日本では軍官産学の交流の場はいたる所に
設けられたが、その中でも科学技術審議会は中心
的存在の一つであった。科学技術審議会での調査
審議活動を通して各委員は一つの喫緊の技術的課
題を解決するためにはどれほど多くの技術的・社
会的連関の網の目を問題とせざるを得ないかを痛
感させられることになったのである。 
（４）科学技術者の軍民転換 
戦時中に陸海軍や軍需会社に勤めた科学技術者
が戦後になってどういった進路を辿ったのかとい
った、いわゆる科学技術者の軍民転換のプロセス
の全容はいまだ解明されていない｡本研究では戦
時中に刊行された最後の学士会編『会員氏名録』
昭和１８年用（１９４３年、調査は４３年３月末
現在）、戦後に再刊された最初の学士会編『会員氏
名録』昭和２６・２７年（１９５１年、５１年３
月末現在）を使って帝国大学卒業生の軍民転換の
一端に迫ってみた。 
１９４３年に陸海軍に勤務する帝国大学卒の科
学技術者（武官・文官）は１６６５名であった。
このうち海軍勤務者が９９７名、陸軍勤務者が６
６２名、判別できない者が６名であった。 
次に上記の１６６５名の１９５１年現在の状況
を見ると、勤務先が確認できる者が１０６８名、
不明が４８４名、死亡が１１３名であった。勤務
先が判明する１０６８名の内訳は民間企業が７２
５名、国公立諸機関が１６４名、高等学校・大学
教員が１４７名、GHQ・米軍関係が１０名であっ
た。 
旧陸海軍技術者や航空関係技術者をもっとも多
く受け入れた機関の一つが国鉄の鉄道技術研究所
(以下、鉄研と略記)であった。鉄研の職員数は１
９４５年３月末の４８２名が４６年３月末には１
２７６名に急増したが、これは旧陸海軍技術者お
よび終戦直後に廃止された中央航空研究所職員を
受け入れたためであった。そのための受け皿とし
て鉄研は新たに第一理学部～第三理学部および第
七部の４部を設置した。 
鉄研は１９４９年１２月に研究単位として、従
来の部に代えて「研究室」をおき、研究室長の職
制を設けた。５２年４月末現在で鉄研には７１名

の研究室長・主任研究員がいたが、その中で終戦
後に他所から転入した研究室長・主任研究員は４
８名に達し、その内訳は海軍関係１９名、陸軍関
係１０名、中央航空研究所９名、外地引き揚げ４
名、その他６名であった。鉄研の活動の中核を担
う研究室長・主任研究員の顔ぶれをみるかぎり、
戦後の転入組が研究所の運営に決定的影響を与え
たといえよう。 
新技術の集大成である新幹線開発において、陸
海軍技術者や航空技術者の活躍が目立った。松平
精（海軍航空技術廠出身）に率いられた車輌運動
研究室の活動、三木忠直（海軍航空技術廠出身）
らの風洞試験による車輌の先端形状の決定、軽量
化の推進だけでなく、軽量で小型大出力の主電動
機開発に邁進したのは、戦時中に中央航空研究所
で風洞用の電動機を担当した経験のある山村龍雄
を室長とする電力機械研究室であった。また新幹
線では自動列車制御装置（ATC）に代表される電
子技術の導入による鉄道自動化が大きく前進する
が、これらの一連の技術開発をリードしたのが信
号研究室であり、室長の河邊一は元陸軍技術少佐
であった。 
また本研究では技術者の軍民転換の具体的事例
として４人の生産管理・工場管理の専門家の個別
事例を追跡した。３名は陸海軍の技術士官および
海軍技師であり、残りの１名は愛知時計電機の技
術者であった。４名のうち２名は光学機械メーカ
ーと家電企業に移り、他の２名は工場診断の専門
家として下請け企業の近代化に貢献した。 
４名の専門家はいずれも戦時期の経験を通して、
日本の機械工業における量産技術の立ち後れや下
請管理の問題点を痛感していた。問題の所在を性
格に認識しながら、解決のための方策が日々失わ
れていくという不合理を戦時期の彼らは目撃する
ことになる。 
また戦時期には航空機生産が注目されたが、先
端部門であるが故に、航空機工業では基礎研究や
設計部門が重視され、基礎研究の成果を量産化に
つなげる技術、試作品を安定した量産品にするた
めの量産化技術が省みられることは少なかった。 
さらに軍民転換のもう一つの事例が技術士への
転換であった。日本技術士会は１９５１年１０月
に社団法人として通商産業大臣から設立認可を受
けたが、同会の正会員数は５１年度末に２０７名、
５３年度末に２９５名、５５年７月末に３５４名、
５７年度末に５８８名に増加した。 
１９５５年７月末現在の正会員３５４名の経歴
をみると、第１の特徴は戦前・戦中における高学
歴・高職歴のエリート技術者、いわゆる「高級技
術者」が多数含まれる点であり、第２に「外地」
からの引き揚げ者、元陸海軍技術者が数多く確認
できることである。３５４名の中で「外地」（朝鮮、
台湾、樺太、「満州国」、「南洋」）経験者（大半が
終戦による引揚げ者）が８０名、旧陸海軍技術者
が５１名に達した。軍民転換のプロセスは多様で
安易な一般化を許さないが、技術コンサルタント
である技術士への転換も一つの有力なルートであ
ったのである。 
（５）産業技術の戦中・戦後 
もちろんレベルの高い軍事技術が戦後になって



 

 

民間企業に拡がっていったと総括することは、そ
のプロセスを担った科学技術者の主体的側面に注
目すると不充分である｡科学技術者は戦時中の大
量生産を実現する諸条件が日々失われ、新兵器開
発に何が欠けていたかを十分に認識していた。 
戦時中の不合理な生産に対する反省の上に占領
期におけるアメリカからの圧倒的な影響が加わっ
た。さらに科学技術者が働く民間企業、大学、大
学附置研究所、国立研究機関のあり方も戦後改革
によって大きく変貌した。労働運動が台頭し、公
務員制度のあり方も変化した。戦前のような職員
と職工、あるいは研究者と研究補助者の身分的と
も称することのできる大きな格差はなくなった。
その意味で戦後の民主化は産官学の各部門で研究
開発活動に参加できる人びとのすそ野を格段に広
げたといえる。こうした大きな変化が戦時中の技
術的「遺産」が戦後に引き継がれ、さらに高度成
長へとつながる重要な条件となったのである。 
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